
地域自殺対策計画　事業評価　＜まとめ＞
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【健康推進課】
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※　再掲含む

各事業評価 総合評価

 計画どおり実施されている 　達成率８５％以上 A

 概ね計画どおりだが、一部未実施 　達成率５１～８４％ B

 大幅に計画から遅れている 　達成率１～５０％ C

 未実施 　達成率０％ D

基本理念：「気づき、つながり、届き、支え合う、たつせがあるまち　　ながくて」

評　　　　　　　価　　　　　（事業数） 総合評価

◎（３点） （合計点/満点＝達成率）

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

　　　【基本目標１】　
　みんなが「気づく」きっかけ、場があるまち

5 2 3 80%

　　　【基本目標２】　
　みんなが「つながる」楽しさを知るまち

11 9 2 61%

　　　【基本目標３】　
　みんなに「届く」安心なまち

9 4 4 1 78%

　　　【基本目標４】　
　みんなで「支え合う」喜びを知るまち

8 7 1 63%

　　　【基本目標５】　
　みんなに「たつせがある」成長できるまち

8 5 1 2 79%

全　　体 41 11 24 6 0 71%



長久手市地域自殺対策計画　事業評価シート（基本目標１　みんなが「気づく」きっかけ、場があるまち）

【事業評価】 【事業方針】

◎ ３点 継続

基本施策 ○ ２点
改善・見

直し

△ １点 縮小

× ０点 休・廃止

R３年目標値
（アクションプラン）

スクールソーシャルワーカーと
の定期連絡会実施回数：週１
回

週１回

実績 週１回 相談機能の強化を図る。

R３年目標値
（アクションプラン）

SSW　3人

実績 SSW　3人

R３年目標値
（アクションプラン）

重複服薬対象者数：67人

実績 59人

R３年目標値
（アクションプラン）

多職種連携事業参加者数　
目標980人

多職種連携事業参加者数1,010人

実績 697人

R３年目標値
（アクションプラン）

保健師の派遣回数：525回

実績

319回
（内訳）
　まちの保健師（母子）25回
　　　　(成人）130回
　　　　（子ども家庭課）10回
　訪問母子係57回
　　こんにちは（PHN）64回
　　子ども家庭課33回

B 達成率＝合計点／満点×100％

目標値を達成している 現行どおり、事業を継続する

概ね計画どおりだが、目標値を達成していない 事業の見直し、改善を図る

⑴　お互いに見守り、声をかけあえる地域づくり 大幅に計画から遅れている 事業規模を縮小する

⑵　困りごと、悩みごとに気づける体制づくり 未実施 事業を休止・廃止する

総合評価 １２／１５点　

基
本
施
策

ラ
イ
フ
ス

テ
ー
ジ

事業名 取組 担当課 事業評価 目標及び実績（R3.11末時点） 課題 事業方針
R４年度目標・
今後の方向性

アクション
プラン

就
学
期

適応指導教室における相談体制

の充実

不登校児童生徒が適応指導教室で安心して過ごせる
よう、適応指導教室の環境整備を図るとともに、カウ
ンセラーやこころのアドバイザーを適正に配置し、相
談体制の充実を図ります。

教育総務課 ◎

令和４年４月に、現適応指導教
室が移転し、教育支援センターが
開館するため、機能強化及び運
営について検討する必要があ
る。

改善・見
直し

2-1-⑴

【地域福祉計画1】

スクールソーシャルワーカーの

必要に応じた拡充

社会福祉等の専門的な知識や技術を有するスクール
ソーシャルワーカーが、様々な課題を抱えた児童生徒
に対し、当該児童生徒が置かれた環境へ働きかけた
り、関係機関等とのネットワークを活用したりするな
ど、多様な支援方法を用いて、課題解決を図ります。

教育総務課 ◎ 人材の確保が課題である。 継続 SSW　3人（各中学校区に1人） －

成
人
期

重複調剤及び長期・頻回受診対

策

心身の健康面等で不安や問題を抱えている人の重複
服薬による健康被害を防ぐため、同じ効能の薬を多
数処方されている人に通知を行います。また、長期又
は頻回に受診している人に、受診の理由等を照会し、
訪問、相談等を行います。

保険医療課 ○

国保連合会から出される通知を
活用しているが、訪問及び相談
等に対応できる時間に限りがあ
る。

継続

重複服薬対象者数：50人

対象者には、通知とともに心身の健
康面の不安がある場合の対処方法
等の載ったパンフレットを送付する。

－

高
齢
期

高齢者支援のネットワーク化

地域の高齢者が抱える問題を把握するため、医療・
介護・福祉事業者、民間企業、ＣＳＷ、地区社協、行
政等が地域で連携し、支援が必要な高齢者が地域で
安心して暮らすことができるよう対応します。

長寿課 〇

R2年度に専門部会の再編を行っ
たが、コロナ禍もあり、多人数で
集まる事業の見直しを行い、R3
年度からはICTを活用した活動を
行った。

継続 4-1-⑴

全
世
代

【地域福祉計画1】

地域保健活動事業

保健師が地域に出向き、身近な場所で市民の健康や
介護、子育て等の悩みについて相談を受けます。ま
た、必要のある家庭に訪問も行う等、こころや身体の
様々な心配ごとについての相談を受けます。

健康推進課 ○

特定の場所、特定の人の相談だ
けではなく、いろいろな年代の人
の健康相談を受けるためには、
まちの保健師活動の周知が不十
分である。

継続

目標値530回

まちの保健師活動を周知して、健康
相談の件数を増やしていく。

4-3-⑴

⑴
⑵



長久手市地域自殺対策計画　事業評価シート（基本目標２　みんなが「つながる」楽しさを知るまち）

【事業評価】 【事業方針】

基本施策 ◎ ３点 継続

⑶　地域でつながる楽しいまち ○ ２点
改善・見

直し

△ １点 縮小

× ０点 休・廃止

R３年目標値
（アクションプラン）

関係機関と連携して支援した
件数　36件

実績 30件

R３年目標値
（アクションプラン）

子育て支援センター利用者数
【単年】24,960人

実績 5,226人

R３年目標値
（アクションプラン）

訪問及び派遣回数：446回

実績

319回
（内訳）
　まちの保健師（母子）25回
　　　　(成人）130回
　　　　（子ども家庭課）10回
　訪問母子係57回
　　こんにちは（PHN）64回
　　子ども家庭課33回

R３年目標値
（アクションプラン）

相談件数【単年】802件

実績 相談件数【単年】594件

R３年目標値
（アクションプラン）

相談件数【単年】　756件

実績 387件

目標値を達成している 現行どおり、事業を継続する

概ね計画どおりだが、目標値を達成していない 事業の見直し、改善を図る

⑷　いつでも相談できるまちづくり 大幅に計画から遅れている 事業規模を縮小する

⑸　顔のみえるネットワークづくり 未実施 事業を休止・廃止する

基
本
施
策

ラ
イ
フ
ス

テ
ー
ジ

事業名 取組 担当課 事業評価 目標及び実績（R3.11末時点） 課題 事業方針
R４年度目標・
今後の方向性

アクション
プラン

就
学
期

【地域福祉計画2】

こどもの発達相談室事業

旧事業名：療育支援体制構築事

業

出生から就園、就学、就業へと切れ目のない療育支援
体制の整備、保健・医療・福祉・保育・教育といった関係
機関との連携強化を目的に設置します。児童の発達に
関する相談窓口の充実、早期療育へのつなぎを行いま
す。

子ども未来課

子ども家庭課

福祉課

健康推進課
教育総務課

○

各関係機関の役割の大枠を
確認することができた。細かな
役割分担や運用方法等につ
いての調整が必要。

継続

関係機関と連携して支援した件数　36
件

既存の制度では支援が届きにくい部
分についての洗い出し、支援方針の
検討が必要。引き続き関係機関との
連携強化を行う。

2-1-⑴

【地域福祉計画2】

子育て支援センター事業

地域の子育て支援拠点施設（子育て支援センター）で、
子育てに不安や悩みを抱える家庭に対する育児相談や
育児に関する情報提供のほか、育児講座や保護者同
士の交流の場を提供します。

子ども家庭課 △

感染症対策のため、入館者数
を制限した。今後も親子の交
流の場の提供、子育てに関す
る相談・情報提供の場を設け
る必要がある。

継続

子育て支援センター利用者数【単年】
24,960人

子育て支援センターで継続して事業
展開をしていく。

2-2-(1)

成
人
期

【地域福祉計画1、2】

産前産後子育て相談員訪問事業

妊産婦、子育て中の保護者が抱える課題の把握、切れ
目のない多様な支援は、生きることの包括的支援につ
ながるため、地域にある公共施設への保健師等の派遣
を行い、身近な場所で育児相談を行います。

健康推進課 ○

新型コロナウイルス感染拡大
予防のため、公共施設への派
遣中止により、派遣回数の減
少が続いている。育児相談の
機会を増やすため、派遣回数
や派遣場所の拡充が課題で
ある。

継続

訪問及び派遣回数：451回

公共施設以外に子育てサロンへの派
遣希望にも対応していく。

2-1-⑵

【地域福祉計画1、2】

母子保健コーディネーター事業

産後うつや育児ストレス等から母親は精神面の不調を
きたすことがあるため、妊娠期から子育て期の母親や、
その家族の様々な相談に応じます。

健康推進課 ○

妊娠期から子育て期まで切れ
目なく支援していくために、関
係機関と今後も継続的な連携
が必要。

継続

795件

支援内容に合わせて、関係機関と連
携して支援をする。

2-1-⑶

【地域福祉計画1、2】

子育てコンシェルジュ事業

旧事業名：保育コンシェルジュ

事業の機能強化

保育を中心とした施設や子育て支援サービスの利用に
関する相談を受け付け、ニーズとサービスを結びつけて
いきます。

子ども未来課 ○

保護者の希望に添う保育の選
択肢が、どこもいっぱいな状
況で、案内の選択肢が少な
い。

継続

相談件数【単年】　752件

企業主導型保育事業が市内で多く
なっており、当該事業では運営事業者
の児童の他に、地域の児童の入所枠
を設ける事業所もあるため、当該事業
者と連携しながら保育需要の受皿とし
て活用していく。

2-1-(3)

⑶
⑷
⑸



長久手市地域自殺対策計画　事業評価シート（基本目標２　みんなが「つながる」楽しさを知るまち）

基
本
施
策

ラ
イ
フ
ス

テ
ー
ジ

事業名 取組 担当課 事業評価 目標及び実績（R3.11末時点） 課題 事業方針
R４年度目標・
今後の方向性

アクション
プラン

R３年目標値
（アクションプラン）

・いきいきライフパートナー登録
者数　100人
・いきいきライフ推進事業　参
加者数　7,500人（延べ）

実績

・いきいきライフパートナー登録
者数　66人

・いきいきライフ推進事業　参
加者数　4,655人

R３年目標値
（アクションプラン）

相談件数　450件 相談件数　450件

実績 相談件数　388件
断らない総合相談の拡充、包括的な
支援体制の構築を推進する。

R３年目標値
（アクションプラン）

消費生活相談件数　180件 消費生活相談件数　180件

実績 消費生活相談件数　125件

地域における高齢者への啓発や見守
り体制を構築するため、地域と協働し
て出前講座等を実施するとともに、若
年層への啓発拡充を行う。

R３年目標値
（アクションプラン）

相談件数【単年】　4,408件

実績 3,445件

R３年目標値
（アクションプラン）

相談件数　200件（延べ）

実績

こころの相談室相談件数
93件
相談の啓発のため、親子健康
手帳交付時にチラシの配布、
広報2月号にチラシを折り込予
定。

R３年目標値
（アクションプラン）

家庭相談員　3人

実績 家庭相談員　2人

Ｂ
達成率＝合計点／満点×
100％

総合評価 ２０／３３点　

高
齢
期

【地域福祉計画2】

地域いきいきライフ推進事業

市民や事業者など、地域の様々な主体の意欲や創意
工夫を活かした健康づくりや支え合いに資するコミュニ
ティの創出を支援します。

長寿課 ○

いきいきライフパートナー登録
者数も増えてはいるが実際の
活動へ繋げていくことが難し
い。指導者としてのフォロー
アップを強化することや、活動
出来る場探しを積極的に援助
することが必要。
また、健康づくりに対する市民
の主体性が育っていない。行
政だけが教室を提供するので
はなく、民間との連携も視野に
入れる必要がある。

継続

・いきいきライフパートナー
　登録者数140人
・いきいきライフ推進事業　参加者数
　6,000人（延べ）

いきいきライフパートナー登録者のう
ち、現状2割程度しか実働できていな
い。今後は、いきいきライフパートナー
の派遣体制を見直し、登録者人数の
増加を目指しながらも、実働人数の増
加も考えていく。

4-3-(2)

相談事業

困難を抱える人々は、複雑で複合的な課題を抱えてい
る場合があるため、専門の関係機関、部署が連携、共
同する相談体制をつくり、分野を超えた課題に総合的に
相談に応じます。

地域共生推進
課 ○

相談窓口等が把握している生
活再建や見守りが必要な個人
又は世帯の情報共有体制の
構築が必要である。

改善・見
直し

－

消費生活相談
消費者の安心･安全を守り、市民の豊かな消費生活の
実現を支援するため、消費生活に関する相談に対応
し、被害の未然防止や救済･解決を支援します。

地域共生推進
課 ○

消費生活トラブルに遭いやす
い若者や高齢者に啓発情報
が届きにくい。

継続 －

【地域福祉計画2】
障がい者基幹相談支援セン
ター事業
旧事業名：基幹相談支援セン
ター事業

障がいのある人のライフステージに合った適切で一貫し
た支援ができるよう、基幹相談支援センターにおいて、
人材育成、虐待防止、困難事例への支援や関係機関と
の連携強化を行います。

福祉課
子ども家庭課 ○

相談人数・件数が増加してい
るが、担い手である相談支援
専門員が不足している。

改善・見
直し

相談件数【単年】　4,412件

増加するニーズに対応した相談支援
体制の確保方策を検討する。

4-1-⑴

【地域福祉計画2】

精神保健福祉事業

精神障がいを抱える人とその家族は、地域社会での生
活に際して様々な困難を抱えている人も少なくないた
め、精神保健福祉士、保健師が精神障害者、その家族
等の個別相談を受けるとともに、相談機会の周知を図り
ます。

健康推進課 △

感染症の流行により、対面で
の相談を実施しづらい状況が
あり、相談希望はあるものの、
実際に相談に訪れる件数が
減少した。

継続

相談件数　200件（延べ）

電話、面接での相談の継続。事業の
周知のため、事業でのチラシの配布、
広報にチラシの折り込みを実施してい
く。

－

【地域福祉計画2】

家庭児童相談事業

旧事業名：家庭児童相談の充実

子どもの養育等、様々な困難に直面している家庭を総
合的に支援します。要保護児童等への支援をはじめ、Ｄ
Ｖ防止対策の充実を図ります。

子ども家庭課 ○

令和3年11月現在相談件数
106件。各相談員が専門性を
発揮して相談業務に当たるこ
とが出来た。コロナによる精神
的な悩み等に対応した。

継続

家庭相談員3人

今後も虐待やDVを防止するため家庭
支援を行っていく。

2-1-⑴

⑶
⑷
⑸

全
年
代



長久手市地域自殺対策計画　事業評価シート（基本目標３　みんなに「届く」安心なまち）

【事業評価】 【事業方針】

◎ ３点 継続

基本施策 ○ ２点
改善・見

直し

△ １点 縮小

× ０点 休・廃止

R３年目標値
（アクションプラン）

児童クラブ、学童保育所施設
数
13施設

児童クラブ、学童保育所開設数
13施設

実績 13施設
待機児童の解消のためにも運営
方法の検討を行う。

R３年目標値
（アクションプラン）

バリアフリー工事が完了した学
校数：８校

バリアフリー工事が完了した学校
数：９校

実績 ８校
西小学校にスロープ、エレベー
ターを設置するバリアフリー工事
を実施する。

【再掲】【地域福祉計画2】

子育て支援センター事業

地域の子育て支援拠点施設（子育て支援センター）
で、子育てに不安や悩みを抱える家庭に対する育児相
談や育児に関する情報提供のほか、育児講座や保護
者同士の交流の場を提供します。

子ども家庭課 △ 基本目標２に記載

R３年目標値
（アクションプラン）

母子・父子自立支援員による
貸付や貸付返還について相談
を実施

実績 R３年度(R3.11末)実績３４件　

R３年目標値
（アクションプラン）

相談件数目標4,200人

実績 実績3,864人

R３年目標値
（アクションプラン）

生活支援サポーター養成人数
90人

実績 89人

目標値を達成している 現行どおり、事業を継続する

概ね計画どおりだが、目標値を達成していない 事業の見直し、改善を図る

⑹　困っている人を包括的に支える体制づくり 大幅に計画から遅れている 事業規模を縮小する

⑺　ずっと住み慣れた地域で元気に暮らせる環境づくり 未実施 事業を休止・廃止する

基
本
施
策

ラ
イ
フ
ス

テ
ー
ジ

事業名 取組 担当課 事業評価 目標及び実績（R3.11末時点） 課題 事業方針
R４年度目標・
今後の方向性

アクション
プラン

就
学
期

放課後児童健全育成事業

子どもや親がクラスや学齢等を超えて交流できる機会
を提供することは、地域で住民同士が助け合える関係
を構築する上での貴重な機会ともなるため、就業等に
より昼間保護者のいない家庭の小学校児童を放課後
及び長期休業中に児童クラブや学童保育所で保育し
ます。

子ども未来課 ○

待機児童が存在することと、時間
延長、保育内容など、利用ニーズ
が増加傾向かつ多様化しており、
すべての利用ニーズに対応する
ことは困難になってきている。

継続 －

インクルーシブ教育システムの

構築

適正な就学や中学校への進学に向けて、保育園･幼稚
園･小学校･中学校間の情報共有を密にする情報支援
のほか、通級指導教室･特別支援学級など多様な学び
の場の環境整備や合理的配慮の提供を通して、一人
ひとりの教育的ニーズに応じた支援を行います。

教育総務課 ◎

　西小学校の校舎に乗用エレ
ベータがなく、円滑に上下階の移
動ができない。
　エレベータの設置を計画し、Ｒ３
年度中に設計を完了予定であ
る。

継続 2-1-⑴

成
人
期

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

２０歳未満の児童を扶養しているひとり親世帯及び寡
婦の経済的自立の支援と生活意欲の助長を図るた
め、母子父子寡婦福祉資金の貸付けを行います。保
護者から相談があった場合には、適切な機関へつなぐ
等、気づき役やつなぎ役としての役割を担います。

子ども家庭課 ○
申請に時間がかかるため、利用
する時期に間に合うような制度の
周知

継続

必要な資金の貸付を継続して行
う。また気づき役・つなぎ役として
の役割を担いながら、相談業務を
行う

－

高
齢
期

【地域福祉計画2】

地域包括支援センターの活動推

進

地域の高齢者の総合相談、権利擁護や地域の支援体
制づくり、介護予防などの必要な援助を行い、高齢者
の健やかな暮らしを包括的に支援します。

長寿課 ○

地域包括支援センターへの相談
件数が増加し続けており、セン
ターが担っている業務の効率化
や支援ネットワークを強化するこ
とにより自助・互助の力を高める
ことが必要になっている。

継続

相談件数目標4,400人

今後も包括支援センターには、総
合相談窓口として幅広い分野の
相談を受け付け、適した場所へ繋
ぐ役割を担ってもらう。

－

全
年
代

【地域福祉計画1】

生活支援体制整備事業

地域における生活支援の担い手の養成・発掘などの
資源開発やネットワーク構築など多様な地域資源を活
用しながら生活支援・介護予防にかかるサービスの基
盤整備を行います。

長寿課 ○

コロナ禍の影響で、新規サポー
ターの募集、活動の機会を設け
ることが困難であった。
また、令和3年7月に行った生活
支援サポーター意思確認調査に
より、およそ200人いた登録者の
中から活動の意思がある人を抽
出したことで登録者人数が大きく
減少した。

継続

生活支援サポーター養成人数100
人

今後も登録者の増加を目指すと
共に、役割と場所を提供し、生活
支援サポーターさんの活躍の場
を増やしていく。

1-1-⑴
4-1-⑴

⑹
⑺



長久手市地域自殺対策計画　事業評価シート（基本目標３　みんなに「届く」安心なまち）

基
本
施
策

ラ
イ
フ
ス

テ
ー
ジ

事業名 取組 担当課 事業評価 目標及び実績（R3.11末時点） 課題 事業方針
R４年度目標・
今後の方向性

アクション
プラン

R３年目標値
（アクションプラン）

啓発物の配布　２回 啓発物の配布　２回

実績
自殺予防週間、自殺予防月間
についてHP・広報に掲載し、
啓発物の配布等を実施。

今後も市民が自殺対策を含め、健康
に関する情報を得られる機会を設け
ていく。

R３年目標値
（アクションプラン）

啓発物の配布　２回 啓発物の配布　２回

実績
自殺予防週間、自殺予防月間
についてHP・広報に掲載し、
啓発物の配布等を実施。

今後も市民が自殺対策を含め、
健康に関する情報を得られる機
会を設けていく。

R３年目標値
（アクションプラン）

新規相談件数　100件 新規相談件数105件

実績 177件
コロナ禍の影響を踏まえつつ本人
に寄り添って事業を継続していく。

B 達成率＝合計点／満点×100％総合評価 　２１／２７点　

⑹
⑺

全
年
代

イベント
健康展等のイベントで、広く自殺予防対策の啓発を実
施します。また、市民の健康に関連する団体の活動紹
介及び事業啓発の場としても活用します。

健康推進課 ◎
今後も自殺予防について事業等で周
知していく。

継続 －

各種情報発信
自殺対策に関わる情報を広報やホームページ、チラシ
等で発信し、意識の向上啓発を図ります(自殺予防週
間、男女共同参画推進、自殺対策関連リーフレット等）

健康推進課
たつせがある

課
◎

今後も自殺予防について事業等
で周知していく。

継続 －

【地域福祉計画2】

生活困窮者自立支援事業

旧事業名：生活困窮者への支援

生活困窮状態から早期に脱却することを目指し、包括
的かつ継続的な支援として、自立相談支援、就労支
援、家計改善支援、学習支援、個別訪問を行います。

福祉課 ◎
コロナ禍の影響による相談が増
加しており、相談員への負担が
増えている。

継続 4-1-⑴



地域自殺対策計画　事業評価シート（基本目標４　みんなで「支え合う」喜びを知るまち）

【事業評価】 【事業方針】

◎ ３点 継続

○ ２点
改善・見

直し

△ １点 縮小

× ０点 休・廃止

R３年目標値
（アクションプラン）

なし

実績
R３年度（R３.１１末）実績　　　　　　　　　　　
利用者０　人（生活援助　０時
間）

R３年目標値
（アクションプラン）

なし

実績
保護者からの相談があった場
合は、話し合いを随時実施

R３年目標値
（アクションプラン）

前年度より登録会員数が増え
る。

実績

登録会員数
　依頼会員　550人
　援助会員　75人
　両方会員147人
活動件数  1,311件

R３年目標値
（アクションプラン）

ネットワーク事業実施地区数
【累計】1地区

実績 0地区

R３年目標値
（アクションプラン）

なし
介護事業所からも事業の実施を懸念
する声が強く、再開の時期を慎重に検
討する。

実績
令和2年1月から事業を中止し
ており、R3実績なし。

R３年目標値
（アクションプラン）

有償ボランティア（支援者）によ
る支援回数　2,600回

有償ボランティア（支援者）による支援
回数　2,700回

実績 1,649回

支援回数を保ち続けることに加え、
生涯学習誌等で呼びかけを行い、活
発に活動できる支援者数を増やして
いきたい。

目標値を達成している 現行どおり、事業を継続する

基本施策 概ね計画どおりだが、目標値を達成していない 事業の見直し、改善を図る

⑻　気軽に「困った」と言えるまちづくり 大幅に計画から遅れている 事業規模を縮小する

⑼　お互いさまの地域づくり 未実施 事業を休止・廃止する

基
本
施
策

ラ
イ
フ
ス

テ
ー
ジ

事業名 取組 担当課 事業評価 目標及び実績（R3.11末時点） 課題 事業方針
R４年度目標・
今後の方向性

就
学
期

ひとり親家庭等日常生活支援事

業

ひとり親家庭の生活の安定を図るため、ひとり親家庭に
ヘルパーを派遣し、一時的に生活援助を行います。保
護者から相談があった場合には適切な機関につなぐ
等、気づき役やつなぎ役としての役割を担います。

子ども家庭課 ○
利用者の希望に添ったヘルパー
の派遣

継続
1カ所のヘルパー事業所で対応可能
であり、継続して実施する。

保育の実施

就業等により保護者が保育できない未就学児を保育園
等においてお預かりします。保育士は、保護者から相談
があった場合には適切な機関へつなぐ等、気づき役や
つなぎ役としての役割を担います。

子ども未来課 ○
保護者の相談を行っていくととも
に、関係機関との連携に努めてい
く必要がある。

継続
今後も、保護者から相談があった場合
は、適切な機関へつなぐこととする。

成
人
期

【地域福祉計画2】

ファミリー・サポート・セン

ター事業

地域の中で、仕事と育児の両立等、安心して子育てで
きるよう、育児の援助をしたい人（援助会員）と援助をし
て欲しい人（依頼会員）が相互援助活動を行います。

子ども家庭課 ○

前年度実績（R2.11月末）
登録会委員数：依頼会員558人、
援助可愛員75人、両方可愛員147
人、活動件数1259件。利用希望
はあるものの、利用率は低い状況
にある。

継続
前年度より登録会員数が増えるよう、
事業の周知に取り組んでいく。

【地域福祉計画1】

地域共生社会推進事業（地域づ

くり）

旧事業名：地域力強化推進事業

市民が市民の困りごとを主体的に解決できる地域づくり
を推進するため、コミュニティ・ソーシャルワーカー、まち
づくり協議会、自治会、民生委員等様々な分野の関係
者と連携し、要支援者等を平常時から支え合い、見守る
ネットワークを構築します。

地域共生推進
課 △

まちづくり協議会、自治会、民生
委員等様々な分野の関係者との
連携が、要支援者等を平常時か
ら支え合い、見守るネットワークの
構築まで進んでいない。

継続
ネットワーク事業実施地区数
【累計】1地区

高
齢
期

介護相談員派遣事業

介護相談員が介護サービス事業所等を訪問し、サービ
スを利用する人及びその家族の疑問や不満、不安など
について相談に乗り、介護サービス提供事業者及び行
政との橋渡しをしながら、問題の改善や介護サービスの
質の向上につなげます。また、高齢者や介護者の心身
の不調を早期に発見し、対応します。

長寿課 －

令和元年12月まで定期的に実施
したが、感染症対策での実施が
困難なことから、事業を中止して
いる。

休・廃止

【地域福祉計画4】

ワンコインサービス事業

地域の有償ボランティアが在宅高齢者に対し、軽度な
日常生活の支援を行います。心身の不調を抱える高齢
者の早期発見につなげるとともに、地域の見守りにつな
げます。

長寿課 ○

高齢化して減少しつつある支援者
に対して、利用者数は伸びてきて
おり、今後のマッチングが難しく
なってくる可能性がある。

継続

⑻

⑼



地域自殺対策計画　事業評価シート（基本目標４　みんなで「支え合う」喜びを知るまち）

基
本
施
策

ラ
イ
フ
ス

テ
ー
ジ

事業名 取組 担当課 事業評価 目標及び実績（R3.11末時点） 課題 事業方針
R４年度目標・
今後の方向性

R３年目標値
（アクションプラン）

利用者数235人 利用者数250人

実績 実績218人
判断基準の精度を上げながら、事業
を継続していく。

R３年目標値
（アクションプラン）

認知症カフェの開催回数　　30
回

実績 実績　17回

R３年目標値
（アクションプラン）

まちづくり協議会議の実施回数
(役員会、常任委員会）　　　　　　
①西小学校区まちづくり協議会　
２４回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
➁市が洞小学校区まちづくり協
議会　１４回

実績 ①９回　➁１０回（R4.1時点）

B 達成率＝合計点／満点×100％総合評価 １５／２４点　

⑻

⑼

高
齢
期

【地域福祉計画3】

食の自立支援事業

調理等日常生活に支障のあるひとり暮らしの高齢者等
の健康の保持、食生活の改善、日常生活の援助を図る
とともに、安否の確認を行うため、給食の宅配を行いま
す。また、高齢者の心身の不調の早期発見に努めると
ともに、心理的なサポートも併せて行います。

長寿課 ○
個々の案件により、事業実施の可
否の判断が難しいことがある。

継続

認知症地域支援推進事業

認知症になっても住み慣れた地域で生活を継続するた
めに、認知症を持つ人や介護者への効果的な支援体制
を構築するとともに、認知症のケアの向上を図るための
取組を推進し、認知症の当事者や介護者の心理的負担
の軽減を図ります。

長寿課 ○

認知症カフェを円滑かつ持続可能
な形で運営していくためのノウハ
ウの蓄積や支援体制の整備。コ
ロナ禍により、開催中止を余儀な
くされることもあり、回数が減少し
ている。

継続

認知症カフェの開催回数　30回

今後はカフェ開催の方法、形態を検討
しながら継続を図る。

全
世
代

まちづくり協議会設立運営事業

概ね小学校区単位のまちづくり組織を設置する。地域コ
ミュニティの活性化や地域課題の解決のための活動に
対する支援、それらの活動が安心してできるような環境
の整備を行います。

たつせがある
課 〇

まちづくり協議会が設立した地域
では地域課題の解決に対する活
動が実施され、一定の成果は出
ているが、設立準備、設立、設立
後の運営に市民との協議を繰り
返し、膨大な時間が必要である。

継続

まちづくり協議会議の実施回数(役員
会、常任委員会）
①西小学校区まちづくり協議会　２４
回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
➁市が洞小学校区まちづくり協議会　
１４回

まちづくり協議会が設立された地域に
関しては、運営等の支援を行う。
今後、まちづくり協議会を設立する地
域に関しては、設置に向けた支援を行
う。



地域自殺対策計画　事業評価シート（基本目標５　みんなに「たつせがある」成長できるまち）

【事業評価】 【事業方針】

基本施策 ◎ ３点 継続

⑽　一人ひとりが考え、学び、成長する機会づくり ○ ２点
改善・見

直し

△ １点 縮小

⑿　人づくりからはじまるまちづくり × ０点 休・廃止

R３年目標値
（アクションプラン）

教育課程の履修

実績 教育課程の履修予定

R３年目標値
（アクションプラン）

各校独自の取組を実施

実績
人権週間の時期中心に、各校
独自の取組を実施した。

R３年目標値
（アクションプラン）

心の教育アドバイザー相談日
45日

実績
心の教育アドバイザー相談日
32日

R３年目標値
（アクションプラン）

メンタルヘルス講座　１回 メンタルヘルス講座　１回

実績

職員を対象に「職場におけるメ
ンタルヘルスの理解-ラインケ
ア-」をテーマにメンタルヘルス
講座を１回実施。参加者１８名

ストレスに対し自らの気づきとな
る「セルフケア」と職場内での気づ
きとなる「ラインによるケア」を交
互にテーマとして実施する。

R３年目標値
（アクションプラン）

ゲートキーパー養成講座の実
施
年1回

ゲートキーパー養成講座の実施　
年1回

実績

臨床心理士によるゲートキー
パー養成講座を1回実施。）
（8月に教育関係者を対象に実
施。29人参加）

養成講座を受講した方に向けて、
フォローアップ研修を実施する。

【再掲】【地域福祉計画1】

地域共生社会推進事業（地域づ

くり）

旧事業名：地域力強化推進事業

市民が市民の困りごとを主体的に解決できる地域づく
りを推進するため、コミュニティ・ソーシャルワーカー、
まちづくり協議会、自治会、民生委員等様々な分野の
関係者と連携し、要支援者等を平常時から支え合い、
見守るネットワークを構築します。

地域共生推進
課 △ 上記に記載

【再掲】【地域福祉計画4】

ゲートキーパー養成講座

心の悩みを持つ人の早期発見、早期対応を図るた
め、市民や専門職等が心の問題についての知識を得
て地域での見守り等の役割を担えるよう、ゲートキー
パーを養成します。

健康推進課 ◎ 上記に記載

B 達成率＝合計点／満点×100％

目標値を達成している 現行どおり、事業を継続する

概ね計画どおりだが、目標値を達成していない 事業の見直し、改善を図る

⑾　みんなに役割と居場所がある地域づくり 大幅に計画から遅れている 事業規模を縮小する

未実施 事業を休止・廃止する

総合評価 　　１９／２４点　

基
本
施
策

ラ
イ
フ
ス

テ
ー
ジ

事業名 取組 担当課 事業評価 目標及び実績（R3.11末時点） 課題 事業方針
R４年度目標・
今後の方向性

アクション
プラン

就
学
期

道徳教育の充実
命の尊さや豊かな心を育み、社会で直面する問題に
対処する力を身につけるため、道徳教育を推進しま
す。

教育総務課 ◎

道徳が教科化され、教育課程が
作成され、実施すべき内容が決
められているため、本事業に特
化した内容が実施しづらい。

継続

教育課程で必要な内容と、時間
は実施する。
今後、どのように授業で取り組ん
でいくのかは検討が必要である。

－

人権教育の推進 自分の大切さとともに他の人の大切さを認め、互いの
人権を守るために行動できる力を身につけます。

教育総務課 ◎

義務教育の９年間を見越した段
階的、包括的な取組が望ましい
が、学校、学年の特色、時勢な
どを反映した内容も必要である。

継続

各学校の取組を共有して、自校
の参考とし、定期的に実施する。
ある程度の段階的な取組を検討
する。

－

いじめ防止対策事業

各学校で「いじめ基本方針」を掲げるとともに、スクー
ルカウンセラーや心の相談員を配置し、相談体制の充
実を図ります。また、いじめの早期発見や未然防止を
推進するため「いじめ問題対策連絡協議会」を設置
し、関係機関の連携調整を図ります。

教育総務課 〇
各校の相談日数を増やしたい
が、人材の確保が難しい。

継続

心の教育アドバイザー相談日
45日

継続して児童生徒が相談しやす
い環境を整備する。

－

成
人
期

職員に対する健康相談、メンタ

ルヘルス研修

医師による健康相談、心の健康相談を定期的に実施
します。また、職員を対象にメンタルヘルス講座を実施
し、自身の健康管理とあわせ、窓口等での住民･市民
の困りごと等の気づきにつなげます。

人事課 ◎

管理者による部下のストレスへ
の気づきの醸成を目的にメンタ
ルヘルス講座を実施しており、
窓口等での住民・市民の困りご
と等まで気づきが広がるかは不
明確。

継続 －

【再掲】【地域福祉計画1】

地域共生社会推進事業（地域づ

くり）

旧事業名：地域力強化推進事業

市民が市民の困りごとを主体的に解決できる地域づく
りを推進するため、コミュニティ・ソーシャルワーカー、
まちづくり協議会、自治会、民生委員等様々な分野の
関係者と連携し、要支援者等を平常時から支え合い、
見守るネットワークを構築します。

地域共生推進
課 △ 基本目標４に記載

【地域福祉計画4】

ゲートキーパー養成講座

心の悩みを持つ人の早期発見、早期対応を図るた
め、市民や専門職等が心の問題についての知識を得
て地域での見守り等の役割を担えるよう、ゲートキー
パーを養成します。

健康推進課 ◎
今後もゲートキーパーを養成し
ていく必要がある。

継続 －

高
齢
期

⑽

⑾

⑿


